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マルエーは、長野県内最大の宅配牛乳販売店として、明治の健康宅配飲料を配達してきた。これまでマルエーの事業に貢献してきた（知的資産を含

む）知財として、明治のブランド、マルエーの地域ネットワーク、ＤＸなどがある中で、最大の強みは、業務委託業者の活用ノウハウである。これは、地域に

根差しているマルエー独自のビジネスモデルとなっており、競合企業にはそれができない。業務委託業者活用は、販管費の圧縮と営業利益の増大に貢献

してきた。昨年、売上が減少した原因は、解約数の増加とコスト高が原因であるが、解約数の増加に関しては、人材不足によるサービスの低下も原因の
一つである。

課題を解決する策としては、緊急対応(短期戦略)と中長期戦略に分けて考える。緊急対応としては、解約の原因分析、ロイヤル顧客のつなぎ止め対
策、顧客接点の入り口の拡大である。中長期戦略としては、新規顧客の獲得のための戦略であり、これには、セグメント層の拡大、BtoCからBtoBへの拡
大、健康・営業を接点としたサービス展開により顧客を獲得につなげていくことである。

対象企業の概要

長野県内最大の宅配牛乳販売店として   

世帯のお客様に明治の健康宅配飲料をお届けし

ている。単なる宅配に留まらず、見守り活動等の

地域貢献にも力を入れている。

本報告書の対象

となる知財・無形
資産

・商標登録6125254号、商標登録6125256号
・業務委託業者の活用ノウハウ

・業務管理・発注システムを用いた宅配ノウハウ

対象企業の課題

これまでは契約獲得数を順調に伸ばしていたが、

牛乳宅配業界全体の成長が鈍化し獲得が頭打

ちとなっており、獲得件数が解約件数に追い付い
ていない。

また、マルエーは競合に比べ従業員が少ないのは

業務委託業者の人材をフル活用できている点であ

るが、近年、能力の高い人材の確保が課題となっ
ている。

加えて、明治ブランドの取扱事業者として品質は

担保されている一方で、当社独自の価値が対外
的に十分に伝わっていない。

対象企業の

目指すべき姿

マルエーは、「地域の健康と安心を支えるライフライン企

業」として、牛乳宅配で培った信頼とネットワークを基盤

に、見守り・健康支援・利便性を統合した地域包括型

サービス企業へと進化する。「あの会社があるから安心

して暮らせる」と地域住民に言われる存在を目指す。

事業目標

売上の目標：楽観シナリオと悲観シナリオを想定
しているが、楽観ケースでは売上年 %増を想定
している。

 R8年 円

 R9年 円

R10年 円

R12年 円

課題解決の

方向性

緊急対応

・解約要因の情報収集と分析、特にロイヤル顧客
の分析とロイヤル顧客へのクロスセル・アップセル

・業務委託業者からの情報収集分析

・顧客接点の入口の改善

・楽曲を活用したブランド浸透

中長期対応

・セグメント層の拡大

・企業向けサービスの展開

・健康・営業を接点とした地域密着サービス展開

エグゼクティブサマリ

yutterui
矩形
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企業概要
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事業概要・経営方針

企業概要（As-Is）

会社名 株式会社マルエー

法人番号

所在地 長野県

設立 1998年法人設立

資本金 1000万円

代表者 代表取締役

事業内容 長野県内最大の宅配牛乳販売店として                         のお客様に明治の健康宅配飲料をお届けしている。単な

る牛乳の宅配に留まらず、食材の配達や見守り活動等の地域貢献にも力を入れている。

企業理念 地域、社会の健康の貢献と同時に社員、スタッフの物心両面の幸福を追求します。

１．心と身体の健康をサポートします。

２．社員、スタッフの豊かな心を育みます。

３．その家族の幸福も追求します。

経営方針 １．お客様に喜ばれる事は何かを追求していきます。

２．社員、スタッフの成長できる機会を提供し、

協力性を持ち続けます。

３．事故をおこさない。

ウェブサイト https://maru-a.co.jp/

対象となる知財の概要 商標登録6125254号、商標登録6125256号

業務委託業者の活用ノウハウ、業務管理・発注システムを用いた宅配ノウハウ

https://maru-a.co.jp/
https://maru-a.co.jp/
https://maru-a.co.jp/
yutterui
矩形
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事業概要

企業概要（As-Is）

マルエーは、長野県内最大の宅配牛乳販売店として、明治の健康宅配飲料を配達している。10店舗を展開し、約       世帯の顧

客にサービスを提供している。2019年には、売上増加を評価され、明治ベストパートナー最優秀販売店全国1位受賞している。宅

配商品として、店頭では販売されていない宅配専用の健康飲料を取り扱っていることも、ユーザにとって宅配を契約する動機となっ

ている。そして、牛乳だけでなく、ヨーグルト、豆乳、黒酢等も扱っている。さらに、明治の商品だけでなく、明治以外の食材の注目を

受け付ける事業も展開している。

https://maru-a.co.jp/product-cat/milk/

https://maru-a.co.jp/product-cat/yogurt/

強み①明治ブランドと業務委託業者を活用した宅配ノウハウ

https://maru-a.co.jp/product-cat/milk/
https://maru-a.co.jp/product-cat/milk/
https://maru-a.co.jp/product-cat/milk/
https://maru-a.co.jp/product-cat/milk/
https://maru-a.co.jp/product-cat/milk/
https://maru-a.co.jp/product-cat/yogurt/
https://maru-a.co.jp/product-cat/yogurt/
https://maru-a.co.jp/product-cat/yogurt/
https://maru-a.co.jp/product-cat/yogurt/
https://maru-a.co.jp/product-cat/yogurt/
yutterui
矩形
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事業概要

企業概要（As-Is）

マルエーは、飲食品の配達だけでなく、見守り活動や地域に密着した活動を展開してきており、地域密着型の企業として機能してい

る。季季季季季季季季季世帯、その7割が高齢者という顧客基盤を活かし、長野県全体の地域包括ケアシステムの一翼を担っている。

活動例

１．見守り・安否確認活動

行政と連携し、既存の配達業務と組み

合わせた見守り活動を実施することにより、

高齢者との信頼関係が構築されている。

２． スポーツ振興への貢献・地域健康イベントの開催

松本山雅などのオフィシャルスポンサーとしてスポーツ振興に協賛するとともに、天竜健康ウォークに企業参加し、メインスポンサーにな

るなど、地域の健康促進活動を支援している。

３．企業へのショーケースの設置（BtoBへの試み）

企業内に健康飲料のショーケースを設置することで、

企業様の従業員に利用いただいている。

４．健康状態チェックを実施

体脂肪などの体成分、肥満指標、筋肉量等の状態

を測定できる器具を提供して健康アドバイスをする場の

提供を開始している。

強み②地域ネットワークの強固さ

yutterui
矩形
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事業実績（１）

企業概要（As-Is）

R7年6月期の利益減の原因

• 売上は前年割れとなり、コストは増加傾向

• 結果として本業の収益性が低下

• 財務面の課題として、顧客維持とコスト最適化が優先

（１）収益性の推移：利益急減は主に「売上減少」が原因

これまで、粗利率 %という高い粗利率のビジネスモデルにより、堅実

に売上を伸ばしてきたが、昨年度、「新規契約数よりも解約数が多

い」という課題が、売上高の減少という形で表面化した可能性がある。
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事業実績（2）

企業概要（As-Is）

（２）販管費（コスト）の推移：利益圧迫の「追い討ち」
次に、販売費及び一般管理費（販管費）の推移と、営業利益（粗利益 - 販管費でなく決算書から読み取った数字）を

分析する。
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事業実績の結論と財務分析からの今後の示唆

企業概要（As-Is）

結論：顧客離れとコスト増の「二重苦」で本業が赤字になった。

R7年6月期の利益急減（ %）の主因は、以下の2点。

1.最大の原因: 顧客離れによる売上高の減少（ %）。

2.追い討ち: 売上が減っているにもかかわらず販管費が増加した（ %）。

これにより、事業の根幹である「営業利益」が赤字にとなった。

今後の示唆：最優先は「ロイヤル顧客の分析とロイヤル顧客の増加」と「販管費の圧縮」

利益の急減は、今後財務の健全性を脅かす。以下の2点に、緊急かつ集中的に経営資源を投入すべき。

ただし、販管費、特に人件費を圧縮しすぎると、スタッフのリテンションやエンゲージメントに影響し、さらなる人材不

足に陥るリスクもあるので、優先順としては、顧客維持を最優先課題とする。

1.【顧客維持：最優先】解約阻止への投資と戦略:

新規顧客獲得も重要であるが、解約阻止こそが売上減少を止める最短ルートと考える。既存顧客への特典、

ロイヤリティプログラム、クロスセルなど、解約を阻止できる施策があれば、直ちに投資すべき。

2.【コスト構造：緊急】販管費の徹底的な効率化:

売上減に見合ったコスト構造に即座に変える必要がある。特に増加した販管費の内容（人件費、車両費、

広告費など）を精査し、どのコストを削減できるか、あるいはどのコストが顧客維持に貢献しているかを判断し、

業務効率化に着手する。
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事業の核となる知的財産
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事業への貢献内容

事業の核となる知的財産（As-Is）

株式会社マルエーの保有する商標権は、以下の2件である。特許は保有していない。

本報告書における、知財の用語は、産業財産権だけでなく、知的資産まで含めて使用している。

No. 登録番号
対応

国
商標 指定商品・指定役務

T1

第

6125254

号

日本

35 飲食料品の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便

益の提供，野菜及び果実の小売又は卸売の業務において行われる顧客

に対する便益の提供，菓子及びパンの小売又は卸売の業務において行

われる顧客に対する便益の提供，米穀類の小売又は卸売の業務におい

て行われる顧客に対する便益の提供，牛乳の小売又は卸売の業務にお

いて行われる顧客に対する便益の提供，清涼飲料及び果実飲料の小

売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供，茶・コー

ヒー及びココアの小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益

の提供，加工食料品の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対

する便益の提供

T2

第

6125256

号

日本

※標準文字

35 飲食料品の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便

益の提供，野菜及び果実の小売又は卸売の業務において行われる顧客

に対する便益の提供，菓子及びパンの小売又は卸売の業務において行

われる顧客に対する便益の提供，米穀類の小売又は卸売の業務におい

て行われる顧客に対する便益の提供，牛乳の小売又は卸売の業務にお

いて行われる顧客に対する便益の提供，清涼飲料及び果実飲料の小

売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供，茶・コー

ヒー及びココアの小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益

の提供，加工食料品の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対

する便益の提供

https://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/teigi.html

マルエーの強み

商標

業務システム

地域ネットワーク

委託業者の管理

ブランド

• 指定商品・指定役務については、牛乳等の販売事業と一致しているため、問

題はない。

• ただし、今後、宅配事業以外のサービスを展開する場合には、新たな商標の登

録や別の指定商品・指定役務を検討する余地はある。

後述する競合との比較分析からもわかるとおり、マルエー

は業務委託業者の人材活用がビジネスモデルの強みと

なっている。そして業務委託業者のスタッフの販売業務を、

販売ノウハウと業務システムが支えている。業務委託業

者は、マルエーの展開する10店舗を中心に活動している。

業務委託業者活用モデルは、地域密着度の高いマル

エーだからこそできるコスト構造に優れたビジネスモデルであ

る。

https://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/teigi.html
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保有している知的財産と商品との対応関係

事業の核となる知的財産（As-Is）

T1,T2の登録商標については、マルエー宅配会社としての宣伝に使用したり、毎月発行している「便り」であるみるくる通信に、マル

エーのキャラクターである「うしあかまる」のキャラクター図形を掲載して、マルエーブランドの浸透を図ってきた。一方で、マルエーが明治の

特約店であるという立場上、明治製品にマルエー独自の商標を使用することができないという商標使用の制約もある。

課題（よりブランドを定着させるために）
・商標を使用していない広告も多くあり、「うしあかまる」を使えるシーン全てに使用していない。

⇒さらに使用頻度を増やしてキャラクター・ブランドの定着を図る必要がある。宅配車両や移動販売車両からの音声・音楽による

認知度の向上を図ることや周知性を前提とした「音商標」の取得可能性もある。

・「うしあかまる」の類似商標だけでなく、登録商標もしっかりと使用する必要がある（不使用取消審判で取り消されるリスクと、実

使用商標と登録商標とが異なることで、ブランド保護に隙間が生じ、模倣品対策や権利行使がしづらくなるおそれあり）。

強み③マルエーブランド
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事業への貢献内容

事業の核となる知的財産（As-Is）

マルエーのシステムの資産活用

顧客管理システム

乳製品業界専用のコンピュータシステムである「業界向け基幹システム」を

導入し、さらに、マルエー独自の機能もアドオンして業務効率化を図っている。

他に、自社開発システムとして、以下のシステムも導入している。

•2004年: 給与・業績管理ソフト「業界向け基幹システム」自社開発

•2006年: ペーパレスFAXシステム開発・導入

•2008年: 「人件費効率分析システム」導入

•2011年: 宅配軒数分析システム・個別拡売分析システム開発・導入

マルエーにとって、「業界向け基幹システム」等のシステムは以下のように貢献している。

1. 業務効率化と人件費削減マルエーは「人件費効率分析システム」を自社開発し、配達ルートや人員配置を最適化している。

約           世帯という大規模な顧客基盤を持つ中で、システムなしでは管理が困難である。

2. データに基づく営業戦略「宅配軒数分析システム」「個別拡売分析システム」を開発・導入することで、顧客ごとの購買傾向を把

握し、効果的な商品提案が可能にななる。これにより、一人ひとりの体調に合わせた商品提案という同社の強みを実現している。

3. 多店舗展開の基盤2010年に業界向け基幹システムVPNを導入したことで、10店舗間でのリアルタイムな情報共有が可能に

なった。

4. 競争優位性の確保「明治全国優秀販売店宅配ベストパートナー最優秀販売店」を8年連続受賞という実績の背景には、こう

したシステムによる効率的かつ質の高いサービス提供がある。

システム投資は、少ないスタッフによる効率的な配送サービスとサービス品質向上を支える重要な資産となっている。

強み④他社よりも突出したＤＸ推進

顧客との連絡手段に

LINEの活用を開始した。

今後は、LINE広告や宅

配システムとの連携等、さ

らなる高度利用が期待で

きる。

他にQRコード発注システムを独

自開発し「業界向け基幹シス

テム」と連携している。

yutterui
矩形
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マルエーのDXの取り組み

事業の核となる知的財産（As-Is）

今までマルエーは、業務委託業者の配達スタッフの保有する暗黙知である販売ノウハウに支えられてきた。優秀なスタッフは、顧客の

状況をきめ細かく把握した、宅配、製品の勧め方等を熟知しており、それらが宅配ノウハウ、トラブル対応、販売技術として貢献して

きた。マルエーは、こうした暗黙知を、できる限りマニュアル等などに形式知化させることを推進してきた。そして、形式知は、共有シス

テムや配達スタッフとマルエーとのインタラクション・研修を通じて、スタッフ間のナレッジの共有（形式知の連結）が図られてきたので

ある。

DXインフラ

業務管理システム

顧客管理システム

マニュアル

業務分析システム

強み④他社よりも突出したＤＸ推進

暗黙知

顧客

マルエー

それでも、属人的な暗黙知は残っており、配達・販

売スタッフの退職は、ノウハウの承継が十分にできず、

マルエーとして大きな損失であり、リスクとなっている。今

後は、人に化体したノウハウのさらなるマニュアル化とナ

レッジ共有システムを促進するとともに、リテンションプ

ランも十分に配慮する必要がある。
強み①明治ブランドと業務委託業者を活用した宅配ノウハウ

配達スタッフ



16

現状のビジネス状況（As-Is）
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競合企業の状況

現状のビジネス状況（As-Is）

マルエーが長野県最大級の明治宅配販売を実現していながら、従業員は25

人と、競合企業と比べると圧倒的に少ない。これは、マルエーが業務委託業者

を使って、事業展開しているためであり、業務委託業者の人材教育と管理シ

ステムがマルエーの強みとなっている。

強み⑤業務委託業者の活用
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事業環境分析（３C分析）

現状のビジネス状況（As-Is）

Customer

Company

Distributors

Competitors

Suppliers

<自社>マルエーは、地域
ネットワークと独自システム

を強みとする長野県最大

級の明治宅配販売店であ
る。2019年に明治ベスト
パートナー最優秀販売店全
国1位を受賞するなど、明
治からの高い評価を得てい

る。強みは、業務基幹シス

テムなど自社開発システム

の蓄積と、それを活用した

効率的な運営ノウハウであ
る。また、2019年から社会
福祉協議会提携の見守り
サービスを開始し、2023年
には長野県と地域見守り

活動協定を締結するなど、

単なる宅配業者から地域

インフラ企業への転換を進
めている。

<顧客>マルエーの顧客基盤は 軒に達し、県下全域をカバーしている。主要

顧客層は、利便性を重視する高齢者世帯である。2025年問題(75歳以上人口の
急増)を背景に、「病気にならない体づくり」への意識が高まっており、宅配による継
続的な健康習慣の需要が存在する。一方で、牛乳宅配市場全体は成熟化してお

り、スーパーやコンビニでの即時購入、ネット通販など代替チャネルとの競合が激化し

ている。顧客は「便利さ」だけでなく、対面での安心感、見守り、健康相談などの付
加価値を求める傾向にある。

<競合企業>

<顧客ベネフィット>
健康習慣、便利さ、安心感、見守り、健康相談などの付加価値。
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事業環境分析（SWOT分析）

現状のビジネス状況（As-Is）

内

部

環

境

外

部

環

境

⚫ 地域ネットワークの強固さ:県下10店舗、長年の宅配実績による地

域住民との信頼関係がある。

⚫ 毎日の訪問接点:定期的な宅配により顧客との継続的な接点を保

持している。

⚫ 業務委託業者の人的資産と販売ノウハウ

⚫ 明治ブランドの信頼性:大手ブランドの品質保証によるベースラインの

信頼あり。

⚫ 自社開発システムとノウハウ:長年蓄積された業務システムと運営ノウ

ハウがある。

⚫ 顧客基盤の縮小:獲得数より解約数が多く純減傾向にある。

⚫ 価格競争力の限界:差別化不足により価格競争に陥りやすい。

⚫ 新規事業開発力の不足:見守りサービスなど構想はあるが実行力が

弱い。

⚫ 人材・リソースの制約:従業員25名で新規事業展開の余力が限定

的

⚫ 業界全体の縮小:牛乳宅配市場の成長鈍化・成熟化

⚫ 競合の多様化:コンビニ配送、ネットスーパー、Amazon等の台頭

⚫ 人材不足・人件費高騰:配送業の人手不足と賃金上昇圧力

⚫ 原材料・燃料費の高騰:配送コスト増加による収益圧迫、商品値

上げ

⚫ 消費者行動の変化:定期購入からその都度購入への嗜好変化

⚫ 代替商品の増加:スーパー・コンビニでの乳製品の品揃え充実

⚫ 高齢化社会の進展:長野県の高齢化率の上昇により見守りニーズ

が拡大

⚫ 健康意識の高まり:R-1、LG21等機能性商品の需要増、栄養管

理への関心増加

⚫ 地域包括ケア推進:自治体による地域見守り・健康支援施策の拡

充

⚫ 共働き世帯の増加:宅配・代行サービスへのニーズ増加

⚫ 若い世代のデジタル技術利用普及：DXを活用した効率化・高付

加価値化・営業展開の可能性がある

⚫ 買い物弱者の増加:配達価値が再評価されている

強み 弱み

機会 脅威
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事業環境分析（クロスSWOT分析）

現状のビジネス状況（As-Is）

内部環境

外

部

環

境

強み×機会
⚫委託業者を活用したロイヤル顧客の情報収集と分析

⇒LTV(顧客生涯価値)を高めクロスセル・アップセルを

展開

⚫見守りニーズ増大と健康意識の高まりに対し、地域ネッ

トワークと顧客接点を活かしたサービス展開

⇒見守りサービス、健康アドバイス

⚫ DX資産を収益化できる機会の創出

⇒他地域の同業者に対しマルエーシステムを導入

⚫ 音声(テーマ曲)の宣伝によるブランド浸透

弱み×機会
⚫解約理由の情報収集と分析を行う必要がある。

⚫見守りニーズ増大と健康意識の高まりの中で、差別

化できるサービスを検討する必要がある。

弱み×脅威
⚫ 解約数の増加を阻止する対策が緊急に必要。ブラ

ンド力だけで解約は阻止できない。

⚫ 差別化要因の確立を急がないと、解約がさらに増

加し、経営危機に陥る。

⚫ 人材リソースの制約のある中で、効果の高い対策か

ら早期に講じる必要あり。

強み×脅威
⚫業務委託業者の人的資産は、強みであったが、近年

の人手不足とスタッフ教育負担増が強みを維持しにく

い要素として働いている。

⇒スタッフ間のナレッジ共有システムの推進が必要。

⚫人件費増大圧力を補うべく、DXで効率化する必要が

ある。

強み 弱み

機

会

脅

威
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現状の事業課題

現状のビジネス状況（As-Is）

開発の課題

顧客アンケートを分析・可視化するシステム構築の必要性が高い。

業務支援システムの商品化不足:自社開発した業務システムやノウハウが社内利用に留まり、外部への価値提

供や収益化ができていない。

新サービス開発の遅れ:見守りサービスなど新事業構想はあるものの具体的なサービス設計・実装が進んでいない

知的資産の体系化不足:蓄積されたノウハウが属人的で、共有化が十分でない。

生産(サービス)

の課題

配送業務の効率化の限界:人手に依存した宅配業務で、人件費高騰と人材不足のリスクに直面している。

サービス品質の差異化不足:明治ブランドの品質は担保されているが、配送品質やサービス対応における独自性

が弱い。

リソースの固定化:既存の宅配業務に人員・車両が固定され、新規事業への展開余力が不足している。

マーケティングの

課題

独自価値の訴求不足:「地域密着」「ふれあい」「安心」などの強みが定性的で、対外的に伝わりにくい。

ブランド資産の未活用:登録商標「うしあかまる」などのキャラクター資産が十分に活用しきれていない。

ターゲット層の曖昧さ:既存顧客以外に、どの層(子育て世代、高齢者、健康志向層など)に注力すべきか明確で

ない。

価格競争への陥落:差別化できず、価格でしか選ばれない状況になりやすい。

営業の課題

新規獲得の頭打ち:契約獲得数が解約数に追いつかず、顧客基盤が縮小傾向である。

市場縮小への対応不足:牛乳宅配業界全体の成長鈍化に対する抜本的な対策が不足。

クロスセル・アップセルの弱さ:既存顧客への追加サービス提案が不足し、顧客単価が向上していない

営業チャネルの限定:訪問営業中心で、デジタル活用やパートナー連携など多様なチャネルが未開拓である。

下掲の課題を１つ１つ解決することは重要であるが、最大の経営課題に直結する問題を最

優先で解決していくことが必要と考える。このため、次頁以降で説明するように、短期戦略

（緊急施策）と中長期戦略に分けて考える。
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事業課題解決の方針及び事業目標達成までの道筋

現状のビジネス状況（As-Is）

経営課題：これまで堅調に売り上げを増加させ、営業利益を確保していたが、R7年6月期に売上が減少に転じた（売

上高が約 円（約 %）減少）うえに、販管費が約 円（約 %）増加した。このことにより、営業利

益が初めてマイナスになった。

根本原因: ①解約数＞新規顧客の獲得数と②人件費高騰にある。

解決方針：

ロイヤル顧客の解約を食い止め、ロイヤル顧客を増加させることが緊急課題であり、中長期的には、

主幹事業の減少を上回る新規事業による収益の多角化、セグメントの拡大を目指す。

●短期戦略：解約を防ぐ施策＞新規顧客開拓のための素地作り

○中長期戦略 セグメントの拡大(年齢層、BtoBC)、新規顧客を獲得

強み：

①委託業者管理ノウハウ

②DX推進

弱み(課題)：

人材不足

サービスの差別化不足

具体的な施策

●短期戦略：ロイヤル顧客の分析とクロスセル戦略

DXのさらなる深化

○中長期戦略：新規事業での収益多角化、健康パートナーへの転換

事業目標

３年後の目標: 年商 円、営業利益率 %、新規事業売上 円

強みを活かし、弱みを克服する施策
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知財を活用した経営戦略策定に向けて（To-Be）
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課題解決の方向性・事業目標

知財を活用した

経営戦略策定に向けて（To-Be）

開発

生産(サービス)

営業・

マーケティング

業務支援システムの商品化不足:自社開発した業務システ

ムやノウハウが社内利用に留まり、外部への価値提供や収

益化ができていない

新サービス開発の遅れ:見守りサービスなど新事業構想はあ

るものの、具体的なサービス設計・実装が進んでいない

知的資産の体系化不足:蓄積されたノウハウが属人的で、

標準化・可視化されていない。

配送業務の効率化の限界:人手に依存した宅配業務で、

人件費高騰と人材不足のリスクに直面している。

サービス品質の差異化不足:明治ブランドの品質は担保され

ているが、配送品質やサービス対応における独自性が弱い。

リソースの固定化:既存の宅配業務に人員・車両が固定され、

新規事業への展開余力が不足している。

ブランド資産の未活用:登録商標「うしあかまる」などのキャラ

クター資産が十分に活用されていない

ターゲット層の曖昧さ:既存顧客以外に、どの層(子育て世代、

高齢者、健康志向層など)に注力すべきか明確でない

新規獲得の頭打ち:契約獲得数が解約数に追いつかず、顧

客基盤が縮小傾向市場縮小への対応不足:牛乳宅配業

界全体の成長鈍化に対する抜本的な対策が不足

クロスセル・アップセルの弱さ:既存顧客への追加サービス提案

が不足し、顧客単価が向上していない営業チャネルの限定:

訪問営業中心で、デジタル活用やパートナー連携など多様な

チャネルが未開拓

課題

ノウハウのシステム化: マニュアル等の整備をさらに進め、業務委託

業者スタッフでも手軽に知識共有できるシステムを構築

業務システムのSaaS化: 「 」アドオン機能をパッケージ化し、

他の宅配事業者向けに提供可能な商品として開発

見守りサービスの具体化: 構想段階にある見守りサービスを、実

証実験を経て本格的なサービスとして設計・実装

健康コンサルティング機能の付加: 栄養士を活用した健康状態

のアドバイス提供により、単なる配送から健康パートナーへ進化

見守りサービスとの統合: 配達時の声かけ・安否確認を標準化し、

宅配業務と見守り業務を一体化

ブランド資産の活用頻度向上: 「うしあかまる」キャラクタを活用し

た地域イベント、グッズ展開により認知度向上。音商標展開。

セグメントの拡大: 従来の高齢者中心から、ミドル層(40-60代健

康志向層)、子育て世代(30-40代)へターゲットを明確化・拡大

「健康パートナー」としてのポジショニング確立: 「牛乳配達業者」か

ら「地域の健康を支えるパートナー」へブランド転換

解約阻止の最優先化: 解約理由の徹底分析、休止制度導入、

ロイヤル顧客分析など、既存顧客維持に集中投資

クロスセル推進: 宅配顧客への見守りサービス提案、健康コンサ

ルティング付きプレミアムプランなど、顧客単価  %向上を目指

す営業チャネルの多様化:デジタル活用(モバイルアプリ、LINE公式

アカウント)

課題解決の方向性・事業目標

yutterui
矩形
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課題解決の方向性・事業目標

知財を活用した

経営戦略策定に向けて（To-Be）

◆ 宅配牛乳だけでなく、パン等を含む食品、健康飲料

◆ 高齢者の見守り安心パッケージ

◆ パーソナライズ栄養サポートサービス、栄養士を活用した継

続的な健康管理

◆ 実証済み業務システムの成功ノウハウの移転、共同購買

等

⚫既存の宅配牛乳は、現状価格で維持する。

⚫アップセルやクロスセルといった顧客単価（LTV=顧客生涯価

値）向上を目的とした販売戦略

⚫特に、ロイヤル顧客向けのアップセルを想定した高価格帯の上

位サービスのプランを設定する。

⚫見守り安心パッケージの有償化

⚫栄養サポートサービスの有償化

⚫マルエーモデルの同業他社へのコンサルティング・ライセンス

⚫顧客との接点を拡大する。例えば、健康器具を設置して、健

康相談に乗る。栄養士のアドバイスを行うイベントを開催する。

⚫ LINE広告の活用

⚫アプリにより子育て世帯(30-40代)や健康志向ミドル層(40-

60代) への販売促進とサービスの高度化(パーソナライズ健康

支援等)を促進する。

⚫ インフルエンサーとの連携

⚫楽曲を活用した移動販売・宣伝広告

⚫企業内にショーケースを設置し、BtoBビジネスを展開する。

⚫宅配だけでなく、移動販売車両の巡回させる。

⚫ LINEやアプリを利用した注文システムを確立する。

Product（製品） Price（価格）

Place（流通） Promotion（販売促進）



26

ビジネスモデル

知財を活用した

経営戦略策定に向けて（To-Be）

⑧パートナー

• 明治(主要サプライヤー・ブラ

ンドオーナー)

• 長野県・上伊那郡自治体

(政策パートナー)

• 社会福祉協議会・地域包

括支援センター(連携機関)

• ITシステムパートナー(技術提

携)

• 医療機関・調剤薬局(紹

介パートナー)

• 地域スポーツ団体(松本山

雅等・ブランドパートナー)

• 栄養士(専門家パートナー)

• 全国の宅配販売店ネット

ワーク(業界パートナー)

• 物流・配送関連企業(業

務提携)

⑦主要活動 ②価値提案 ④顧客との関係 ①顧客セグメント

メインターゲット(BtoC)

・高齢者世帯(65歳以上)

・子育て世帯(30-40代)

・健康志向ミドル層(40-60

代)

サブターゲット(BtoB)

・法人・事業所

・自治体・地域包括支援セ

ンター

・同業他社(全国の宅配販

売店)

⑥リソース ③チャネル
◼ 物的資産：配送インフラ、

IT資産

◼ 人的資産：委託業者ス

タッフ、栄養士

◼ 知的資産：登録商標、

宅配ノウハウに加え、ビジ

ネスモデル特許、音商標

も検討

⑨コスト構造 基本方針:タイミングに即した固定費と変動費の最適化

◼ 粗利率は、今後も  %を堅持する。

◼ 直近で、売上減少にも関わらず、固定費は増加した。これは、人材不足・ス

タッフ教育の必要から現状の固定費(年間売上の  %程度)は妥当な投資。

◼ ただし、研修費・人件費増に見合う売上向上・黒字転換のタイミングが重要で

あり、解約率、営業利益、契約数等のKPIをモニタリングする。

⑤収益の流れ 収益モデル:定期収益(サブスクリプション)×多角化収益

1. 既存宅配事業(メイン収益)定期宅配契約:

2. 見守りサービス事業(成長収益源)…BtoCと自治体委託契約地域包

括ケア事業の受託(補助金・委託費)

3. 宅配事業者のコンサルティング事業

コアバリュー:「健康×安心×つ

ながり」の三位一体サービス

セグメント別の価値提案:
高齢者世帯向け

見守り安心パッケージ

生活利便性向上

子育て世帯向け

健康習慣づくり、時短×安心

健康志向層向け

パーソナライズド栄養サポート、

継続的な健康管理、専門家と

連携

自治体・地域向け

地域包括ケアの補完機能、

異変の早期発見

同業他社向け

実証済み業務システムの成功ノ

ウハウの移転、共同購買等

認知・獲得チャネル：既存顧客

からの紹介、地域イベント・健康

測定会、デジタルマーケティング、

自治体連携、法人営業

サービス提供チャネル：対面宅

配(メインチャネル) 、デジタルプ

ラットフォーム、コールセンター、営

業所店頭

・パーソナルアシスタンス:専任

担当制、個別カスタマイズ

・コミュニティ形成:交流会,会

報誌、オンラインコミュニティ

・自動化とセルフサービスの融

合

1. 宅配オペレーション(コア活動)

2. 顧客獲得・維持活動

3. 見守りサービス提供

4. システム開発・保守

5. 商品開発・調達

6. ブランディング・マーケティング

7. 人材育成・組織開発

8. パートナーシップ管理

yutterui
矩形

yutterui
矩形
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知財を活用した経営戦略
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短期戦略（3年以内）

知財を活用した経営戦略（To-Be）

方向性: 既存事業の強化と差別化

目的: 価格競争から脱却し、「マルエーならでは」の価値を確立し、解約を阻止。

具体策:

○緊急対応

• マーケットインのためのロイヤル顧客（年間 円以上契約している）の情報収集（委託業者の活用）と分析

• ロイヤル顧客へのクロスセル・アップセル戦略を強化

• 業務委託業者の高いサービスを維持するためのスタッフ間ナレッジ共有システムの推進

• 健康コンサルティング機能の付加:健康測定器の活用、栄養士監修の健康アドバイス、個別化された商品提案

○その他、直ぐにできること

• 「見守り付き宅配」への転換:配達時の声かけ・安否確認を標準化し、家族・自治体と連携強化

• 「うしあかまる」ブランディング強化:キャラクターを活用した地域イベント、子育て世帯向けキャンペーン

• 企業向け(BtoB)の営業強化（ショーケース展開拡大）

 訪問時に健康状態をヒアリング・写真撮影する

有償サービス

 高齢者の健康状態の家族への情報共有



29

中長期戦略（5年以内）

知財を活用した経営戦略（To-Be）

方向性１：ターゲットとするセグメントの拡大とDX強化

目的:限られた人員で事業拡大を実現

具体策

・顧客接点の拡大：対面に加えてリモート栄養相談を提供し、サービス範囲拡大

・ショーケースの先の展開：企業様からの新規個人顧客の拡大

・モバイルアプリ開発:顧客が注文・変更・相談できるプラットフォーム

・顧客管理システムの高度化:購買履歴・健康情報・家族情報の統合管理

方向性２：知的資産の商品化・外部展開

目的:ノウハウの収益化と業界内でのポジション確立

具体策:

•宅配業務支援システムのSaaS化:他の宅配事業者向けにシステム・ノウハウを提供(月額課金)

•ノウハウのコンサルティング商品化:「地域密着型宅配事業の立ち上げ支援」パッケージ

•フランチャイズ展開の検討:「マルエーモデル」として他地域への横展開

•知財戦略の強化:ビジネスモデル特許、業務プロセスのノウハウ登録

方向性３：新規事業「地域見守りサービス」の構築

目的:宅配事業で培った信頼と接点を活かした収益多角化

具体策:

•見守りサービスのパッケージ化: 

複数の料金プランを検討中（サービス内容に応じて段階設定）

•自治体・地域包括支援センターとの連携:公的サービスの補完として位置づけ、契約獲得

•IoTセンサー活用の検討:訪問時の写真撮影、冷蔵庫開閉センサ等と宅配の組み合わせで、より精度の高い見守り
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事業目標（5年後の姿）

知財を活用した経営戦略（To-Be）

事業目標(5年後の姿)

定量目標

•年商→既存事業の底上げと新規事業の立ち上げで事業ポートフォリオを拡張

•顧客数: 

• 宅配契約:現状維持 %(解約率改善)

• 見守りサービス: 契約

•顧客単価: %向上(クロスセル効果)

•営業利益率: %→ %

定性目標

•ブランド確立:「地域の健康と安心を支えるマルエー」としての認知獲得

•自治体連携:上伊那郡内の全自治体と見守り事業の連携協定締結

•組織強化:栄養士を含む健康アドバイスチーム5名体制の確立

※楽観・悲観の2つのシナリオを想定しているが、上記の数値は楽観シナリオの場合。
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事業（実行）計画
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事業（実行）計画

ビジョン(再確認)

「お客様の『健康』を支え、地域になくてはならない『ライフサポート企業』となる」

経営戦略のストーリー

段階的にサービスを拡大し、収益の第二・第三の柱を形成

投資は段階判断で実行（状況に応じて調整）

複数シナリオでリスクを評価しながら進める
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課題解決の方向性・事業目標

知財を活用した

経営戦略策定に向けて（To-Be）
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現在（2025年の事業計画）

知財を活用した

経営戦略策定に向けて（To-Be）

ロイヤル顧客の繋ぎ止め、セグメントの拡大とDX推進、牛乳宅配専業から健康支援パートナーへの変換、BtoCからBtoBCへ

知財戦略

開発戦略

営業販売戦略

財務戦略の

売上

R8年 R9年 R10年

ロイヤル顧客の情報･収集分析

ロイヤル顧客へのクロスセル・アップセル展開

業務委託業者スタッフ間ナ
レッジ共有システムの開発

健康コンサルティングによる販売促進
顧客接点の入口を拡大

企業向け販売強化(ショーケースの商品販売を拡大、健康・営業コンサルティング展開)

モバイルアプリの開発

「マルエーモデル」の他地域への横展開（フランチャイズモデル）

ミドル層、子育て層へのDXによる営業強化

ビジネスモデ
ル特許出願

見守りサービスの有償オプション展開

顧客管理システム高度化

個人健康管理に基づくパーソ
ナライズされた商品販売

宅配車両・移動販売
車両からのテーマ曲・
キャッチフレーズの周知

度向上

R12年

宅配牛乳以外の事業への既存商標の区分拡大や新商標の出
願
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財務戦略

知財を活用した経営戦略策定
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財務戦略

知財を活用した経営戦略策定
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Appendix
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本知財ビジネス報告書における知的財産
知的財産基本法では、「知的財産」は、知的財産権に加えて、営業秘密その他の事業活動に有益な技術上ま

たは営業上の情報を含む概念として定義されている。経済産業省の知的資産経営ポータルでは、「知的資産」とは、

組織や人材、ネットワークなどの企業の強みとなる資産を総称する幅広い考え方であり、企業に固有の知的資産を

認識し、有効に活用していくことを通じて収益につなげる「知的資産経営」の重要性が述べられている。

本知財ビジネス報告書においては、表記上は「知的財産」（知財）とするものの、定義としては、上記の「知的

資産」に準ずるものとして記載している。マルエーの強みである、①明治ブランドと業務委託業者を活用した宅配ノウ

ハウ、②地域ネットワークの強固さ、③マルエーブランド、④他社よりも突出したＤＸ推進、⑤業務委託業者の活用

ノウハウは、まさに知的資産の範疇まで及ぶものとして理解されるものだからである。

経済産業省 知的資産経営ポータルHP

(https://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/teigi.html

)

https://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/teigi.html
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ビジネスモデル関連発明

これまでのマルエーのBtoCモデルであれば、スタッフ管理や効

率的な宅配を実現するシステムは特許化することよりもクロー

ズにすることが妥当な戦略だったと言える。将来、同業他社

(全国の宅配販売店)に対してマルエーモデルのコンサルティン

グやライセンスを想定したBtoBビジネスを展開する場合には、

今までクローズにしてきたシステムがオープンになるため、ビジネス

モデル関連発明の特許を取得することが望まれる。

出所:

https://www.jpo.go.jp/system/patent/gaiyo/sesaku/biz_pat.html

音商標♪

音商標とは、音楽、音声、自然音等からなる商標で、聴

覚で認識される商標である。例えば、テレビCMで使用される

サウンドロゴやパソコンの起動音などが音商標として登録され

得る。音は視覚的な要素と同様に、ブランドのアイデンティ

ティを表現し、消費者の記憶に残りやすい特徴がある。マル

エーの宅配車又は移動販売車両から発せられるマルエーの

独自ソングや、キャッチフレーズの一部を、今後、音商標とし

て商標登録出願できる可能性がある。ただし、登録されるに

は、音に出所識別力がある。全国的な周知度が必要で、

今後、他地域での展開が進み、全国規模で事業展開が進

んだ時点で商標登録を検討することになる。

言語的フレーズとともに音商標を出願する場合は、言語フ

レーズに識別力があれば登録可能性が高くなるが、その場

合は、言語フレーズの文字商標でも出願は可能になるので、

必要性を考慮して出願戦略を検討すべきである。

出所:

https://www.jpo.go.jp/system/trademark/gaiyo/newtype/ot

oshouhyou-hatsutouroku.html

（ご参考）知財を生み出すプロセスのための参考情報

https://www.jpo.go.jp/system/patent/gaiyo/sesaku/biz_pat.html
https://www.jpo.go.jp/system/trademark/gaiyo/newtype/otoshouhyou-hatsutouroku.html
https://www.jpo.go.jp/system/trademark/gaiyo/newtype/otoshouhyou-hatsutouroku.html
https://www.jpo.go.jp/system/trademark/gaiyo/newtype/otoshouhyou-hatsutouroku.html
https://www.jpo.go.jp/system/trademark/gaiyo/newtype/otoshouhyou-hatsutouroku.html
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1. 納品された報告書についての著作権は特許庁に帰属しておりますが、特許庁ウェブサイト（知財金融ポータル
サイト含む）で公開された報告書を他者へ開示・掲載等される場合には、特許庁ウェブサイトの利用ルールに
則り、特許庁ウェブサイト（知財金融ポータルサイト）からの引用である旨を示した上で使用することが可能
です（※１）。 
また、対象の金融機関・企業が本事業の目的や趣旨の範囲内で利用する場合（※２）には、著作権が特許庁に
帰属することを明記した上で、利用できますが、報告書の非公開部分（特許庁ウェブサイトで公開していない
部分）は、原則、不特定多数への開示はお控えください。 
ご利用にあっては、事前に特許庁へのお問合せをお願いいたします。
※１：特許庁ウェブサイト「1. 特許庁ウェブサイトのコンテンツの利用について」（知財金融ポータルサイトへの掲載資料にも準用）

このサイトについて | 経済産業省特許庁

※２：本事業の目的は、企業が自社の強みとその事業上の位置づけを金融機関等のステークホルダーに適切に示し対話促進につなげることです。例
えば、自機関・自社内での報告書の共有、自社の強みのステークホルダーへの開示等は目的の範囲内となりますが、知財の権利譲渡や損害賠償額算
定等における価値評価は本事業の目的範囲外となります。 

2. 報告書の内容は納品時点の情報であり、ヒアリング時点の内容における認識違い・誤りや、その後の状況の変
化により、報告書の内容と実際との間で違いが発生する可能性がございます。また、個別の報告書の内容につ
いては、特許庁の公式見解ではなく、また特許庁が責任を負うことはありません。 

3. 納品時点の内容に誤りがある場合、特許庁は受託事業者に対して修正等を求め、これに基づき受託事業者は報
告書作成者に対して修正等の対応を求めることができます。 

4. 個別の報告書に対する問い合わせについては、2026年3月までは受託事業者が対応いたします。また、2026年4
月以降は、委託元である特許庁が対応いたします（ただし、報告書の内容の詳細については対応しかねる場合
がございます）。

https://www.jpo.go.jp/toppage/about/index.html
https://www.jpo.go.jp/toppage/about/index.html
https://www.jpo.go.jp/toppage/about/index.html
https://www.jpo.go.jp/toppage/about/index.html
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